
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式（１）で表される構成単位を含有したポリカーボネート樹脂。
【化１】
　
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ａｒ 1、Ａｒ 2、Ａｒ 3、Ａｒ 4

、Ａｒ 6、Ａｒ 7は置換もしくは無置換のアリーレン基を表し、それぞれ同一でも異なって
いてもよい。Ａｒ 5、Ａｒ 8は置換もしくは無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも
異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、

または分岐状、環状のアルキレン基、置換もしくは無置換のアリーレ
ン基を表す。）
【請求項２】
　 記一般式（１）及び下記一般式（２）で表される構成単位からなり、一般式（１）で
表される構成単位の組成比をｋ、一般式（２）で表される構成単位の組成比をｊとしたと
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炭素原子
数１～１２の直鎖状

下



きに組成比の割合が０＜ｋ／（ｋ＋ｊ）≦１であるポリカーボネート樹脂。
【化２】
　
　
　
　
　
　

【化３】
　
　
　
　
　
　
〔式中、Ｙは脂肪族の２価基 香族の２価基、又はこれらを連結してできる 表す。
〕
【請求項３】
　下記一般式（３）で表される繰り返し単位からなるポリカーボネート樹脂。
【化４】
　
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ａｒ 1、Ａｒ 2、Ａｒ 3、Ａｒ 4

、Ａｒ 6、Ａｒ 7は置換もしくは無置換のアリーレン基を表し、それぞれ同一でも異なって
いてもよい。Ａｒ 5、Ａｒ 8は置換もしくは無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも
異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子
数１～１２の直鎖状または分岐状、環状のアルキレン基、置換もしくは無置換のアリーレ
ン基を表し、Ｙは脂肪族の２価基、芳香族の２価基、又はこれらを連結してできる基を表
し、ｎは繰り返し数で２～５０００の整数を表す。）
【請求項４】
　下記一般式（４）で表される構成単位を含有したポリカーボネート樹脂。
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（式中、Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ａｒ 1、Ａｒ 2、Ａｒ 3、Ａｒ 4

、Ａｒ 6、Ａｒ 7は置換もしくは無置換のアリーレン基を表し、それぞれ同一でも異なって
いてもよい。Ａｒ 5、Ａｒ 8は置換もしくは無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも
異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子
数１～１２の直鎖状または分岐状、環状のアルキレン基、置換もしくは無置換のアリーレ
ン基を表す。）

、芳 基を



【化５】
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、

）
【請求項５】
　 記一般式（４）及び 記一般式（２）で表される構成単位からなり、一般式（４）で
表される構成単位の組成比をｋ、一般式（２）で表される構成単位の組成比をｊとしたと
きに組成比の割合が０＜ｋ／（ｋ＋ｊ）≦１であるポリカーボネート樹脂。
【化６】
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、

）
【化７】
　
　
　
　
　

【請求項６】
　下記一般式（５）で表される構成単位を含有したポリカーボネート樹脂。
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Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ａｒ 5、Ａｒ 8は置換もしくは
無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－
、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子数１～１２の直鎖状または分岐状、環状の
アルキレン基、置換もしくは無置換のアリーレン基を表す。

下 下

Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ａｒ 5、Ａｒ 8は置換もしくは
無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－
、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子数１～１２の直鎖状または分岐状、環状の
アルキレン基、置換もしくは無置換のアリーレン基を表す。

〔式中、Ｙは脂肪族の２価基、芳香族の２価基、又はこれらを連結してできる基を表す。
〕



【化８】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、

）
【請求項７】
　下記一般式（６）で表される繰り返し単位からなるポリカーボネート樹脂。
【化９】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、

）
【請求項８】
　 記一般式（６）及び 記一般式（２）で表される構成単位からなり、一般式（６）で
表される構成単位の組成比をｋ、一般式（２）で表される構成単位の組成比をｊとしたと
きに組成比の割合が０＜ｋ／（ｋ＋ｊ）≦１であるポリカーボネート樹脂。
【化１０】
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Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ａｒ 5、Ａｒ 8は置換もしくは
無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－
、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子数１～１２の直鎖状または分岐状、環状の
アルキレン基、置換もしくは無置換のアリーレン基を表す。Ｙは脂肪族の２価基、芳香族
の２価基、又はこれらを連結してできる基を表す。ｎは繰り返し数で２～５０００の整数
を表す。

Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ａｒ 5、Ａｒ 8は置換もしくは
無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－
、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子数１～１２の直鎖状または分岐状、環状の
アルキレン基、置換もしくは無置換のアリーレン基を表す。

下 下

（式中、Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ａｒ 5、Ａｒ 8は置換もしくは



）
【化１１】
　
　
　
　
　

【請求項９】
　下記一般式（７）で表される構成単位を含有したポリカーボネート樹脂。
【化１２】
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、

）
【請求項１０】
　下記一般式（８）で表される繰り返し単位からなるポリカーボネート樹脂。
【化１３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、

Ｒ１ ８ 、Ｒ１ ９ 、は水素原子、置換も
しくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも
異なっていてもよい。）
【請求項１１】
　 記一般式（８）及び 記一般式（２）で表される構成単位からなり、一般式（８）で
表される構成単位の組成比をｋ、一般式（２）で表される構成単位の組成比をｊとしたと
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無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－
、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子数１～１２の直鎖状または分岐状、環状の
アルキレン基、置換もしくは無置換のアリーレン基を表す。

〔式中、Ｙは脂肪族の２価基、芳香族の２価基、又はこれらを連結してできる基を表す。
〕

Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ａｒ 5、Ａｒ 8は置換もしくは
無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－
、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子数１～１２の直鎖状または分岐状、環状の
アルキレン基、置換もしくは無置換のアリーレン基を表す。Ｙは脂肪族の２価基、芳香族
の２価基、又はこれらを連結してできる基を表す。ｎは繰り返し数で２～５０００の整数
を表す。

Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ
－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子数１～１２の直鎖状または分岐状、環状のアルキレ
ン基、置換もしくは無置換のアリーレン基を表す。

下 下



きに組成比の割合が０＜ｋ／（ｋ＋ｊ）≦１であるポリカーボネート樹脂。
【化１４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、

Ｒ１ ８ 、Ｒ１ ９ 、は水素原子、置換も
しくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも
異なっていてもよい。）
【化１５】
　
　
　
　
　
　

【請求項１２】
　下記一般式（９）で表される繰り返し単位からなるポリカーボネート樹脂。
【化１６】
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、

）
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、電子写真用感光体材料として有用な新規芳香族ポリカーボネート樹脂に関する
。
【０００２】
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Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ
－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子数１～１２の直鎖状または分岐状、環状のアルキレ
ン基、置換もしくは無置換のアリーレン基を表す。

〔式中、Ｙは脂肪族の２価基、芳香族の２価基、又はこれらを連結してできる基を表す。
〕

Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ｒ１ ８ 、Ｒ１ ９ 、は水素原子
、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換のアリール基を表し、それぞれ
同一でも異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、
炭素原子数１～１２の直鎖状または分岐状、環状のアルキレン基、置換もしくは無置換の
アリーレン基を表す。Ｙは脂肪族の２価基、芳香族の２価基、又はこれらを連結してでき
る基を表す。ｎは繰り返し数で２～５０００の整数を表す。



【従来の技術】
芳香族ポリカーボネート樹脂として、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン
（以下、ビスフェノールＡと略称する）にホスゲンやジフェニルカーボネートを反応させ
て得られるポリカーボネート樹脂がその代表的なものとして知られている。かかるビスフ
ェノールＡからのポリカーボネート樹脂は、透明性、耐熱性、寸法精度および機械的強度
などの面で優れた性質を有していることから、多くの分野で用いられている。そのひとつ
の例として、電子写真法において使用される有機感光体用のバインダー樹脂としてさまざ
まな検討がなされている。有機感光体の代表的な構成例として、導電性基板上に電荷発生
層、電荷輸送層を順次積層した積層感光体が挙げられる。電荷輸送層は低分子電荷輸送材
料とバインダー樹脂より形成され、このバインダー樹脂として芳香族ポリカーボネート樹
脂が多数提案されている。しかしながら、低分子電荷輸送材料の含有により、バインダー
樹脂が本来有する機械的強度を低下させ、このことが感光体の摩耗性劣化、傷、クラック
などの原因となり、感光体の耐久性を損なうものとなっている。
【０００３】
一方、ポリビニルアントラセン、ポリビニルピレン、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、ト
リフェニルアミンを側鎖に有するアクリル系樹脂〔Ｍ．Ｓｔｏｌｋａｅｔ　ａｌ，Ｊ．Ｐ
ｏｌｙｍ．Ｓｃｉ．，２１，９６９（１９８３）〕およびベンジジン構造を有する芳香族
ポリカーボネート樹脂（特開昭６４－９９６４号公報）などの光導電性高分子材料が検討
されているが、実用化には至っていない。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は上記従来技術の実情に鑑みてなされたものであって、有機感光体用の電荷輸送性
高分子材料として特に有用な新規芳香族ポリカーボネート樹脂を提供することを目的とす
る。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは鋭意検討した結果、特定の構成単位を含有する新規芳香族ポリカーボネート
樹脂により上記課題が解決されることを見出し、本発明に至った。
【０００６】
即ち、本発明は以下の（１）～（１２）である。
【０００７】
（１）下記一般式（１）で表される構成単位を含有したポリカーボネート樹脂。
【化１７】
　
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ａｒ 1、Ａｒ 2、Ａｒ 3、Ａｒ 4

、Ａｒ 6、Ａｒ 7は置換もしくは無置換のアリーレン基を表し、それぞれ同一でも異なって
いてもよい。Ａｒ 5、Ａｒ 8は置換もしくは無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも
異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子
数１～１２の直鎖状または分岐状、環状のアルキレン基、置換もしくは無置換のアリーレ
ン基を表す。）
（２）下記一般式（１）及び下記一般式（２）で表される構成単位からなり、一般式（１
）で表される構成単位の組成比をｋ、一般式（２）で表される構成単位の組成比をｊとし
たときに組成比の割合が０＜ｋ／（ｋ＋ｊ）≦１であるポリカーボネート樹脂。
【化１８】
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（式中、Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ａｒ 1、Ａｒ 2、Ａｒ 3、Ａｒ 4

、Ａｒ 6、Ａｒ 7は置換もしくは無置換のアリーレン基を表し、それぞれ同一でも異なって
いてもよい。Ａｒ 5、Ａｒ 8は置換もしくは無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも
異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子
数１～１２の直鎖状または分岐状、環状のアルキレン基、置換もしくは無置換のアリーレ
ン基を表す。）
【化１９】
　
　
　
　
　
　
〔式中、Ｙは脂肪族の２価基、芳香族の２価基、又はこれらを連結してできる基を表す。
〕
（３）下記一般式（３）で表される繰り返し単位からなるポリカーボネート樹脂。
【化２０】
　
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ａｒ 1、Ａｒ 2、Ａｒ 3、Ａｒ 4

、Ａｒ 6、Ａｒ 7は置換もしくは無置換のアリーレン基を表し、それぞれ同一でも異なって
いてもよい。Ａｒ 5、Ａｒ 8は置換もしくは無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも
異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子
数１～１２の直鎖状または分岐状、環状のアルキレン基、置換もしくは無置換のアリーレ
ン基を表し、Ｙは脂肪族の２価基、芳香族の２価基、又はこれらを連結してできる基を表
し、ｎは繰り返し数で２～５０００の整数を表す。）
（４）下記一般式（４）で表される構成単位を含有したポリカーボネート樹脂。
【化２１】
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ａｒ 5、Ａｒ 8は置換もしくは
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無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－
、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子数１～１２の直鎖状または分岐状、環状の
アルキレン基、置換もしくは無置換のアリーレン基を表す。）
（５）下記一般式（４）及び下記一般式（２）で表される構成単位からなり、一般式（４
）で表される構成単位の組成比をｋ、一般式（２）で表される構成単位の組成比をｊとし
たときに組成比の割合が０＜ｋ／（ｋ＋ｊ）≦１であるポリカーボネート樹脂。
【化２２】
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ａｒ 5、Ａｒ 8は置換もしくは
無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－
、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子数１～１２の直鎖状または分岐状、環状の
アルキレン基、置換もしくは無置換のアリーレン基を表す。）
【化２３】
　
　
　
　
　
〔式中、Ｙは脂肪族の２価基、芳香族の２価基、又はこれらを連結してできる基を表す。
〕
（６）下記一般式（５）で表される構成単位を含有したポリカーボネート樹脂。
【化２４】
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ａｒ 5、Ａｒ 8は置換もしくは
無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－
、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子数１～１２の直鎖状または分岐状、環状の
アルキレン基、置換もしくは無置換のアリーレン基を表す。Ｙは脂肪族の２価基、芳香族
の２価基、又はこれらを連結してできる基を表す。ｎは繰り返し数で２～５０００の整数
を表す。）
（７）下記一般式（６）で表される繰り返し単位からなるポリカーボネート樹脂。
【化２５】

10

20

30

40

(9) JP 3979552 B2 2007.9.19



　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ａｒ 5、Ａｒ 8は置換もしくは
無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－
、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子数１～１２の直鎖状または分岐状、環状の
アルキレン基、置換もしくは無置換のアリーレン基を表す。）
（８）下記一般式（６）及び下記一般式（２）で表される構成単位からなり、一般式（６
）で表される構成単位の組成比をｋ、一般式（２）で表される構成単位の組成比をｊとし
たときに組成比の割合が０＜ｋ／（ｋ＋ｊ）≦１であるポリカーボネート樹脂。
【化２６】
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ａｒ 5、Ａｒ 8は置換もしくは
無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－
、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子数１～１２の直鎖状または分岐状、環状の
アルキレン基、置換もしくは無置換のアリーレン基を表す。）
【化２７】
　
　
　
　
　
　
〔式中、Ｙは脂肪族の２価基、芳香族の２価基、又はこれらを連結してできる基を表す。
〕
（９）下記一般式（７）で表される構成単位を含有したポリカーボネート樹脂。
【化２８】
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
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アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ａｒ 5、Ａｒ 8は置換もしくは
無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－
、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子数１～１２の直鎖状または分岐状、環状の
アルキレン基、置換もしくは無置換のアリーレン基を表す。Ｙは脂肪族の２価基、芳香族
の２価基、又はこれらを連結してできる基を表す。ｎは繰り返し数で２～５０００の整数
を表す。）
（１０）下記一般式（８）で表される繰り返し単位からなるポリカーボネート樹脂。
【化２９】
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ
－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子数１～１２の直鎖状または分岐状、環状のアルキレ
ン基、置換もしくは無置換のアリーレン基を表す。Ｒ１ ８ 、Ｒ１ ９ 、は水素原子、置換も
しくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも
異なっていてもよい。）
（１１）下記一般式（８）及び下記一般式（２）で表される構成単位からなり、一般式（
８）で表される構成単位の組成比をｋ、一般式（２）で表される構成単位の組成比をｊと
したときに組成比の割合が０＜ｋ／（ｋ＋ｊ）≦１であるポリカーボネート樹脂。
【化３０】
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ
－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、炭素原子数１～１２の直鎖状または分岐状、環状のアルキレ
ン基、置換もしくは無置換のアリーレン基を表す。Ｒ１ ８ 、Ｒ１ ９ 、は水素原子、置換も
しくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換のアリール基を表し、それぞれ同一でも
異なっていてもよい。）
【化３１】
　
　
　
　
　
　
〔式中、Ｙは脂肪族の２価基、芳香族の２価基、又はこれらを連結してできる基を表す。
〕
（１２）下記一般式（９）で表される繰り返し単位からなるポリカーボネート樹脂。
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【化３２】
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1、Ｒ 2は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換の
アリール基を表し、それぞれ同一でも異なっていてもよい。Ｒ１ ８ 、Ｒ１ ９ 、は水素原子
、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換のアリール基を表し、それぞれ
同一でも異なっていてもよい。Ｘは－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、
炭素原子数１～１２の直鎖状または分岐状、環状のアルキレン基、置換もしくは無置換の
アリーレン基を表す。Ｙは脂肪族の２価基、芳香族の２価基を表す。ｎは繰り返し数で２
～５０００の整数を表す。）
【００３２】
　上記のように本発明の芳香族ポリカーボネート樹脂は電荷輸送能を有する前記一般式（
１）、前記一般式（４）、前記一般式（６）及び前記一般式（８）で示される構成単位を
少なくとも含有するポリカーボネート樹脂であり、電荷輸送能を有する前記一般式（１）
、前記一般式（４）、前記一般式（６）及び前記一般式（８）で示される構成単位のみか
らなるポリカーボネート樹脂、または電荷輸送能を有する前記一般式（１）、前記一般式
（４）、前記一般式（６）及び前記一般式（８）で示される構成単位と電荷輸送能以外の
特性を付与するための構成単位として前記一般式（２）で示される構成単位とからなる共
重合ポリカーボネート樹脂、または電荷輸送能を有する前記一般式（３）、前記一般式（
５）、前記一般式（７）及び前記一般式（９）で示される繰り返し単位からなる交互共重
合ポリカーボネート樹脂である。これら芳香族ポリカーボネート樹脂は電荷輸送能をもち
、且つ高い機械的強度を有し、電子写真感光体の電荷輸送層に要求される電気的な性質、
光学的な性質、機械的な性質を合わせ持ったものである。
【００３３】
以下に本発明の芳香族ポリカーボネート樹脂の製造法について説明する。
【００３４】
　本発明のポリカーボネート樹脂は従来ポリカーボネート樹脂の製造法として公知の、ビ
スフェノールと炭酸誘導体との重合と同様の方法で製造できる。すなわち、下記一般式（
１０）、（１１）、（１２）、（１３）で表される電荷輸送能を有するジオールを少なく
とも１種以上使用し、ビスアリールカーボネートとのエステル交換法やホスゲン等のハロ
ゲン化カルボニル化合物との溶液又は界面重合法あるいはジオールから誘導されるビスク
ロロホーメート等のクロロホーメートを用いる方法等により製造される。ハロゲン化カル
ボニル化合物としてはホスゲンの代わりにホスゲンの２量体であるトリクロロメチルクロ
ロホーメートやホスゲンの３量体であるビス（トリクロロメチル）カーボネートも有用で
あり、塩素以外のハロゲンより誘導されるハロゲン化カルボニル化合物、例えば、臭化カ
ルボニル、ヨウ化カルボニル、フッ化カルボニルも有用である。これら公知の製造法につ
いては例えばポリカーボネート樹脂ハンドブック（編者：本間精一、発行：日刊工業新聞
社）等に記載されている。又、一般式（１０）、（１１）、（１２）、（１３）で表され
る電荷輸送能を有するジオール１種以上と併用して下記一般式（１４）で表されるジオー
ルを使用し、機械的特性等の改良された共重合体とすることができる。この場合、一般式
（１４）で表されるジオールを１種あるいは複数併用してもよい。一般式（１０）、（１
１）、（１２）、（１３）で表される電荷輸送能を有するジオールと一般式（１４）で表
されるジオールとの割合は所望の特性により広い範囲から選択することができる。又、適
当な重合操作を選択することによって共重合体の中でもランダム共重合体、交互共重合体
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、ブロック共重合体、ランダム交互共重合体、ランダムブロック共重合体等を得ることが
できる。例えば、一般式（１０）、（１１）、（１２）、（１３）で表される電荷輸送能
を有するジオールと一般式（１４）で表されるジオールをはじめから均一に混合してホス
ゲンとの縮合反応を行えば一般式（１）あるいは（４）あるいは（６）あるいは（８）で
表される構成単位と一般式（２）で表される構成単位とからなるランダム共重合体が得ら
れる。又、幾種類かのジオールを反応の途中から加えることによりランダムブロック共重
合体が得られる。
【００３５】
【化２３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３６】
（各式中、Ｒ 1、Ｒ 2、Ａｒ 1、Ａｒ 2、Ａｒ 3、Ａｒ 4、Ａｒ 5、Ａｒ 6、Ａｒ 7、Ａｒ 8、Ｘ、
Ｙは前定義と同一である。）
界面重合においては、ジオールのアルカリ水溶液と水に対して実質的に不溶性であり、且
つ、ポリカーボネートを溶解する有機溶媒との２相間で炭酸誘導体及び触媒の存在下に反
応を行う。この際、高速撹拌や乳化物質の添加によって反応媒体を乳化させて行うことに
よって短時間で分子量分布の狭いポリカーボネートを得ることができる。アルカリ水溶液
に用いる塩基としてはアルカリ金属またはアルカリ土類金属であり、通常、水酸化ナトリ
ウム、水酸化カリウム、水酸化カルシウム等の水酸化物、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム
、炭酸カルシウム、炭酸水素ナトリウム等の炭酸塩等である。これらの塩基は単独で使用
してもよく、また、複数併用してもよい。好ましい塩基は、水酸化ナトリウム又は水酸化
カリウムである。使用される水は蒸留水、イオン交換水が好ましい。有機溶媒は、例えば
、ジクロロメタン、１，２－ジクロロエタン、１，２－ジクロロエチレン、トリクロロエ
タン、テトラクロロエタン、ジクロロプロパン等の脂肪族ハロゲン化炭化水素、クロロベ
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ンゼン、ジクロロベンゼン等の芳香族ハロゲン化炭化水素、又は、それらの混合物である
。又、それらにトルエン、キシレン、エチルベンゼン等の芳香族炭化水素、ヘキサン、シ
クロヘキサン等の脂肪族炭化水素等を混合した有機溶媒でもよい。有機溶媒は、好ましく
は、脂肪族ハロゲン化炭化水素、芳香族ハロゲン化炭化水素であり、より好ましくは、ジ
クロロメタン又はクロロベンゼンである。
【００３７】
ポリカーボネート製造時に使用されるポリカーボネート生成触媒は、３級アミン、４級ア
ンモニウム塩、３級ホスフィン、４級ホスホニウム塩、含窒素複素環化合物及びその塩、
イミノエーテル及びその塩、アミド基を有する化合物等である。ポリカーボネート生成触
媒の具体例は、トリメチルアミン、トリエチルアミン、トリ－ｎ－プロピルアミン、トリ
－ｎ－ヘキシルアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ′，Ｎ′－テトラメチル－１，４－テトラメチレンジ
アミン、４－ピロリジノピリジン、Ｎ，Ｎ′－ジメチルピペラジン、Ｎ－エチルピペリジ
ン、ベンジルトリメチルアンモニウムクロライド、ベンジルトリエチルアンモニウムクロ
ライド、テトラメチルアンモニウムクロライド、テトラエチルアンモニウムブロマイド、
フェニルトリエチルアンモニウムクロライド、トリエチルホスフィン、トリフェニルホス
フィン、ジフェニルブチルホスフィン、テトラ（ヒドロキシメチル）ホスホニウムクロラ
イド、ベンジルトリエチルホスホニウムクロライド、ベンジルトリフェニルホスホニウム
クロライド、４－メチルピリジン、１－メチルイミダゾール、１，２－ジメチルイミダゾ
ール、３－メチルピリダジン、４，６－ジメチルピリミジン、１－シクロヘキシル－３，
５－ジメチルピラゾール、２，３，５，６－テトラメチルピラジン等である。これらのポ
リカーボネート生成触媒は単独で使用してもよく、また、複数併用してもよい。ポリカー
ボネート生成触媒は、好ましくは、３級アミンであり、より好ましくは、総炭素数３～３
０の３級アミンであり、特に好ましくは、トリエチルアミンである。
【００３８】
これら触媒は、ホスゲンやビスクロロホーメート体等の炭酸誘導体を反応系に加える前、
及び又は、加えた後に添加することができる。
【００３９】
以上すべての重合操作において分子量を調節するために分子量調節剤として末端停止剤を
用いることが望ましく、従って、本発明で使用されるポリカーボネート樹脂の末端には停
止剤にもとづく置換基が結合してもよい。使用される末端停止剤は、１価の芳香族ヒドロ
キシ化合物、１価の芳香族ヒドロキシ化合物のハロホーメート誘導体、１価のカルボン酸
または１価のカルボン酸のハライド誘導体等である。１価の芳香族ヒドロキシ化合物は、
例えば、フェノール、ｐ－クレゾール、ｏ－エチルフェノール、ｐ－エチルフェノール、
ｐ－イソプロピルフェノール、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール、ｐ－クミルフェノール
、ｐ－シクロヘキシルフェノール、ｐ－オクチルフェノール、ｐ－ノニルフェノール、２
，４－キシレノール、ｐ－メトキシフェノール、ｐ－ヘキシルオキシフェノール、ｐ－デ
シルオキシフェノール、ｏ－クロロフェノール、ｍ－クロロフェノール、ｐ－クロロフェ
ノール、ｐ－ブロモフェノール、ペンタブロモフェノール、ペンタクロロフェノール、ｐ
－フェニルフェノール、ｐ－イソプロペニルフェノール、２，４－ジ（１′－メチル－１
′－フェニルエチル）フェノール、β－ナフトール、α－ナフトール、ｐ－（２′，４′
，４′－トリメチルクロマニル）フェノール、２－（４′－メトキシフェニル）－２－（
４″－ヒドロキシフェニル）プロパン等のフェノール類またはそれらのアルカリ金属塩お
よびアルカリ土類金属塩である。１価の芳香族ヒドロキシ化合物のハロホーメート誘導体
は、上記の１価の芳香族ヒドロキシ化合物のハロホーメート誘導体等である。
【００４０】
１価のカルボン酸は、例えば、酢酸、プロピオン酸、酪酸、吉草酸、カプロン酸、ヘプタ
ン酸、カプリル酸、２，２－ジメチルプロピオン酸、３－メチル酪酸、３，３－ジメチル
酪酸、４－メチル吉草酸、３，３－ジメチル吉草酸、４－メチルカプロン酸、３，５－ジ
メチルカプロン酸、フェノキシ酢酸等の脂肪酸類またはそれらのアルカリ金属塩およびア
ルカリ土類金属塩、安息香酸、ｐ－メチル安息香酸、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチル安息香酸、ｐ
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－ブトキシ安息香酸、ｐ－オクチルオキシ安息香酸、ｐ－フェニル安息香酸、ｐ－ベンジ
ル安息香酸、ｐ－クロロ安息香酸等の安息香酸類またはそれらのアルカリ金属塩およびア
ルカリ土類金属塩である。１価のカルボン酸のハライド誘導体は、上記の１価のカルボン
酸のハライド誘導体等である。これらの末端封止剤は単独で使用してもよく、また、複数
併用してもよい。末端封止剤は、好ましくは、１価の芳香族ヒドロキシ化合物であり、よ
り好ましくは、フェノール、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノールまたはｐ－クミルフェノー
ルである。本発明のポリカーボネート樹脂の好ましい分子量はポリスチレン換算数平均分
子量で１０００～５０００００であり、より好ましくは１００００～２０００００である
。
【００４１】
又、機械的特性を改良するために重合時に分岐化剤を少量加えることもできる。使用され
る分岐化剤は、芳香族性ヒドロキシ基、ハロホーメート基、カルボン酸基、カルボン酸ハ
ライド基または活性なハロゲン原子等から選ばれる反応基を３つ以上（同種でも異種でも
よい）有する化合物である。分岐化剤の具体例は、フロログルシノール、４，６－ジメチ
ル－２，４，６－トリス（４′－ヒドロキシフェニル）－２－ヘプテン、４，６－ジメチ
ル－２，４，６－トリス（４′－ヒドロキシフェニル）ヘプタン、１，３，５－トリス（
４′－ヒドロキシフェニル）ベンゼン、１，１，１－トリス（４′－ヒドロキシフェニル
）エタン、１，１，２－トリス（４′－ヒドロキシフェニル）プロパン、α，α，α′－
トリス（４′－ヒドロキシフェニル）－１－エチル－４－イソプロピルベンゼン、２，４
－ビス〔α－メチル－α－（４′－ヒドロキシフェニル）エチル〕フェノール、２－（４
′－ヒドロキシフェニル）－２－（２″，４″－ジヒドロキシフェニル）プロパン、トリ
ス（４－ヒドロキシフェニル）ホスフィン、１，１，４，４－テトラキス（４′－ヒドロ
キシフェニル）シクロヘキサン、２，２－ビス〔４′，４′－ビス（４″－ヒドロキシフ
ェニル）シクロヘキシル〕プロパン、α，α，α′，α′－テトラキス（４′－ヒドロキ
シフェニル）－１，４－ジエチルベンゼン、２，２，５，５－テトラキス（４′－ヒドロ
キシフェニル）ヘキサン、１，１，２，３－テトラキス（４′－ヒドロキシフェニル）プ
ロパン、１，４－ビス（４′，４″－ジヒドロキシトリフェニルメチル）ベンゼン、３，
３′，５，５′－テトラヒドロキシジフェニルエーテル、３，５－ジヒドロキシ安息香酸
、３，５－ビス（クロロカルボニルオキシ）安息香酸、４－ヒドロキシイソフタル酸、４
－クロロカルボニルオキシイソフタル酸、５－ヒドロキシフタル酸、５－クロロカルボニ
ルオキシフタル酸、トリメシン酸トリクロライド、シアヌル酸クロライド等である。これ
らの分岐化剤は単独で使用してもよく、また、複数併用してもよい。
【００４２】
また、アルカリ水溶液中でのジオールの酸化を防ぐためにハイドロサルファイト等の酸化
防止剤を加えても良い。
【００４３】
反応温度は通常０～４０℃、反応時間は数分～５時間であり、反応中のｐＨは通常１０以
上に保つことが好ましい。
【００４４】
一方、溶液重合においては、ジオールを溶媒に溶解し、脱酸剤を添加し、これにビスクロ
ロホーメート又は、ホスゲン又は、ホスゲンの多量体を添加することにより得られる。脱
酸剤としては、トリメチルアミン、トリエチルアミン、トリプロピルアミンのような第３
級アミンおよびピリジンが使用される。反応に使用される溶媒としては、例えば、ジクロ
ロメタン、ジクロロエタン、トリクロロエタン、テトラクロロエタン、トリクロロエチレ
ン、クロロホルムなどのハロゲン化炭化水素およびテトラヒドロフラン、ジオキサンなど
の環状エーテル系の溶媒及びピリジンが好ましい。又、界面重合の場合と同様な分子量調
節剤や分岐化剤を用いることができる。反応温度は通常０～４０℃、反応時間は数分～５
時間である。
【００４５】
又、エステル交換法によっても製造される。この場合、不活性ガス存在下にジオールとビ
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スアリールカーボネートを混合し、通常減圧下１２０～３５０℃で反応させる。減圧度は
段階的に変化させ、最終的には１ｍｍＨｇ以下にして生成するフェノール類を系外に留去
させる。反応時間は通常１～４時間程度である。又、必要に応じて分子量調節剤や酸化防
止剤を加えてもよい。ビスアリールカーボネートとしてはジフェニルカーボネート、ジ－
ｐ－トリルカーボネート、フェニル－ｐ－トリルカーボネート、ジ－ｐ－クロロフェニル
カーボネート、ジナフチルカーボネート等が挙げられる。
【００４６】
以上のようにして得られたポリカーボネート樹脂は重合中に使用した触媒や酸化防止剤、
又、未反応のジオールや末端停止剤、又、重合中に発生した無機塩等の不純物を除去して
使用される。これら精製操作も先のポリカーボネート樹脂ハンドブック（編者：本間精一
、発行：日刊工業新聞社）等に記載されている従来公知の方法を使用できる。
【００４７】
又、上記の方法にしたがって製造された芳香族ポリカーボネート樹脂には、必要に応じて
酸化防止剤、光安定剤、熱安定剤、滑剤、可塑剤などの添加剤を加えることができる。
【００４８】
次に本発明の主要な構成単位である前記一般式（１）について具体例を挙げて、さらに詳
細に説明する。
【００４９】
Ｒ 1、Ｒ 2の置換もしくは無置換のアルキル基としては、好ましくは炭素数１～５の直鎖又
は分岐鎖のアルキル基であり、これらのアルキル基はさらにハロゲン原子、フェニル基、
炭素数１～５の直鎖又は分岐鎖のアルキル基で置換されたフェニル基を含有してもよい。
具体的には、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｔ－ブチル基、ｓ
－ブチル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、トリフルオロメチル基、ベンジル基、４－ク
ロロベンジル基、４－メチルベンジル基等が挙げられる。
【００５０】
Ｒ 1、Ｒ 2、Ａｒ 5、Ａｒ 8の置換もしくは無置換のアリール基としては、好ましくはフェニ
ル基、ナフチル基、ビフェニリル基等が挙げられる。これらは上述した置換もしくは無置
換のアルキル基を置換基として有していてもよい。具体的には、フェニル基、４－メチル
フェニル基、４′－メチル－４－ビフェニリル基等が挙げられる。
【００５１】
Ａｒ 1、Ａｒ 2、Ａｒ 3、Ａｒ 4、Ａｒ 6、Ａｒ 7、Ｘの置換もしくは無置換のアリーレン基と
してはＲ 1、Ｒ 2、Ａｒ 5、Ａｒ 8で定義された置換もしくは無置換のアリール基から誘導さ
れる２価基を挙げることができる。
【００５２】
Ｘのアルキレン基の具体例としては、メチレン基、エチレン基、１，３－プロピレン基、
２，２－プロピレン基、１，１－シクロヘキシレン基等を挙げることができる。
【００５３】
以上一般式（１）の構成単位について説明したが同一の記号については他の一般式中でも
同じ定義である。
【００５４】
本発明の芳香族ポリカーボネート樹脂は電荷輸送能を有する前記一般式（１）の構成単位
のみからなるポリカーボネート樹脂及びその構成単位と機械的特性を調節するためのそれ
以外の構成単位との共重合体である。それ以外の構成単位としては従来公知のポリカーボ
ネート樹脂の構成単位をそのまま利用することができる。例えば、ポリカーボネート樹脂
ハンドブック（編者：本間精一、発行：日刊工業新聞社）に記載されている基本単位を利
用することができる。このような従来公知の構成単位のうち、好ましい例として前記一般
式（２）で表される構成単位を挙げることができる。以下にもう一つの主要な構成単位で
ある一般式（２）についてその原料となる前記一般式（１４）の例を挙げて詳細に説明す
る。
【００５５】
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一般式（１４）のＹが脂肪族の２価基、環状脂肪族の２価基である場合のジオールの代表
的具体例は、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ポ
リエチレングリコール、ポリテトラメチレンエーテルグリコール、１，３－プロパンジオ
ール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、３－メチル－１，５－ペン
タンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，５－ヘキサンジオール、１，７－ヘプタ
ンジオール、１，８－オクタンジオール、１，９－ノナンジオール、１，１０－デカンジ
オール、１，１１－ウンデカンジオール、１，１２－ドデカンジオール、ネオペンチルグ
リコール、２－エチル－１，６－ヘキサンジオール、２－メチル－１，３－プロパンジオ
ール、２－エチル－１，３－プロパンジオール、２，２－ジメチル－１，３－プロパンジ
オール、１，３－シクロヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジオール、シクロヘ
キサン－１，４－ジメタノール、２，２－ビス（４－ヒドロキシシクロヘキシル）プロパ
ン、キシリレンジオール、１，４－ビス（２－ヒドロキシエチル）ベンゼン、１，４－ビ
ス（３－ヒドロキシプロピル）ベンゼン、１，４－ビス（４－ヒドロキシブチル）ベンゼ
ン、１，４－ビス（５－ヒドロキシペンチル）ベンゼン、１，４－ビス（６－ヒドロキシ
ヘキシル）ベンゼン等である。
【００５６】
また、Ｙが芳香族の２価基である場合としてはＲ 1、Ｒ 2、Ａｒ 5、Ａｒ 8で定義された置換
もしくは無置換のアリール基から誘導される２価基を挙げることができる。また、Ｙは以
下に示される２価基を表す。
【００５７】
【化２４】
　
　
　
　
　
　
　
　
【００５８】
（ここで、Ｒ 3、Ｒ 4、Ｒ 5、Ｒ 6は独立して置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしく
は無置換のアリール基またはハロゲン原子であり、ａ及びｂは各々独立して０～４の整数
であり、ｃ及びｄは各々独立して０～３の整数であり、Ｚは単結合、炭素原子数２～１２
の直鎖状アルキレン基、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ－、－ＳＯ 2－、－ＣＯ－、
【００５９】
【化２５】
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【００６０】
から選ばれ、Ｚ 1、Ｚ 2は置換もしくは無置換の脂肪族の２価基又は置換もしくは無置換の
アリーレン基を表し、Ｒ 7、Ｒ 8、Ｒ 9、Ｒ 1 0、Ｒ 1 1、Ｒ 1 2、Ｒ 1 3は各々独立して水素原子
、ハロゲン原子、炭素数１～５の置換もしくは無置換のアルキル基、炭素数１～５の置換
もしくは無置換のアルコキシ基、置換もしくは無置換のアリール基を表し、また、Ｒ 7と
Ｒ 8は結合して炭素数６～１２の炭素環または複素環を形成してもよく、また、Ｒ 7、Ｒ 8

はＲ 3、Ｒ 4と共同で炭素環または複素環を形成してもよく、Ｒ 1 4、Ｒ 1 5は単結合または炭
素数１～４のアルキレン基を表し、Ｒ 1 6、Ｒ 1 7は各々独立して炭素数１～５の置換もしく
は無置換のアルキル基、置換もしくは無置換のアリール基を表し、ｅは０～４の整数、ｆ
は０～２の整数、ｇは０～２０００の整数を表す。）を表す。〕
これらの中で置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換のアリール基は、い
ずれもＲ 1、Ｒ 2、Ａｒ 5、Ａｒ 8で定義された置換もしくは無置換のアルキル基、置換もし
くは無置換のアリール基と同様である。又、ハロゲン原子はフッ素原子、塩素原子、臭素
原子、ヨウ素原子を表す。またＺ 1、Ｚ 2が置換もしくは無置換の脂肪族の２価基である場
合としてはＹが脂肪族の２価基、環状脂肪族の２価基である場合のジオールからヒドロキ
シ基を除いた２価基を挙げることができる。又、Ｚ 1、Ｚ 2が置換もしくは無置換のアリー
レン基である場合としてはＲ 1、Ｒ 2、Ａｒ 5、Ａｒ 8で定義された置換もしくは無置換のア
リール基から誘導される２価基を挙げることができる。
【００６１】
これらＹが芳香族の２価基である場合の好ましいジオールの代表的具体例としては、ビス
（４－ヒドロキシフェニル）メタン、ビス（２－メチル－４－ヒドロキシフェニル）メタ
ン、ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）メタン、１，１－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）エタン、１，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）フェニルメタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）ジフェニルメタン、
１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－１－フェニルエタン、１，３－ビス（４－ヒ
ドロキシフェニル）－１，１－ジメチルプロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニ
ル）プロパン、２－（４－ヒドロキシフェニル）－２－（３－ヒドロキシフェニル）プロ
パン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－２－メチルプロパン、２，２－ビス（
４－ヒドロキシフェニル）ブタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－３－メチ
ルブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ペンタン、２，２－ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）－４－メチルペンタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ヘキ
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サン、４，４－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ヘプタン、２，２－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）ノナン、ビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）メタン、２，
２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３－イソプ
ロピル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３－ｓｅｃ－ブチル－４－
ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ
フェニル）プロパン、２，２－ビス（３－シクロヘキシル－４－ヒドロキシフェニル）プ
ロパン、，２，２－ビス（３－アリル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビ
ス（３－フェニル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３，５－ジメチ
ル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３－クロロ－４－ヒドロキシフ
ェニル）プロパン、２，２－ビス（３，５－ジクロロ－４－ヒドロキシフェニル）プロパ
ン、２，２－ビス（３－ブロモ－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３
，５－ジブロモ－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフ
ェニル）ヘキサフルオロプロパン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロペン
タン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（３－メ
チル－４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（３，５－ジメチル－４
－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（３，５－ジクロロ－４－ヒドロ
キシフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－３，３，５
－トリメチルシクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘプタン
、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ノルボルナン、２，２－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）アダマンタン、４，４′－ジヒドロキシジフェニルエーテル、４，４′－ジ
ヒドロキシ－３，３′－ジメチルジフェニルエーテル、エチレングリコールビス（４－ヒ
ドロキシフェニル）エーテル、４，４′－ジヒドロキシジフェニルスルフィド、３，３′
－ジメチル－４，４′－ジヒドロキシジフェニルスルフィド、３，３′，５，５′－テト
ラメチル－４，４′－ジヒドロキシジフェニルスルフィド、４，４′－ジヒドロキシジフ
ェニルスルホキシド、３，３′－ジメチル－４，４′－ジヒドロキシジフェニルスルホキ
シド、４，４′－ジヒドロキシジフェニルスルホン、３，３′－ジメチル－４，４′－ジ
ヒドロキシジフェニルスルホン、３，３′－ジフェニル－４，４′－ジヒドロキシジフェ
ニルスルホン、３，３′－ジクロロ－４，４′－ジヒドロキシジフェニルスルホン、ビス
（４－ヒドロキシフェニル）ケトン、ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）ケト
ン、３，３，３′，３′－テトラメチル－６，６′－ジヒドロキシスピロ（ビス）インダ
ン、３，３′，４，４′－テトラヒドロ－４，４，４′，４′－テトラメチル－２，２′
－スピロビ（２Ｈ－１－ベンゾピラン）－７，７′－ジオール、トランス－２，３－ビス
（４－ヒドロキシフェニル）－２－ブテン、９，９－ビス（４－ヒドロキシフェニル）フ
ルオレン、９，９－ビス（４－ヒドロキシフェニル）キサンテン、１，６－ビス（４－ヒ
ドロキシフェニル）－１，６－ヘキサンジオン、α，α，α′，α′－テトラメチル－α
，α′－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－ｐ－キシレン、α，α，α′，α′－テトラ
メチル－α，α′－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－ｍ－キシレン、２，６－ジヒドロ
キシベンゾ－ｐ－ジオキシン、２，６－ジヒドロキシチアントレン、２，７－ジヒドロキ
シフェノキサチイン、９，１０－ジメチル－２，７－ジヒドロキシフェナジン、３，６－
ジヒドロキシジベンゾフラン、３，６－ジヒドロキシジベンゾチオフェン、４，４′－ジ
ヒドロキシジフェニル、１，４－ジヒドロキシナフタレン、２，７－ジヒドロキシピレン
、ハイドロキノン、レゾルシン、エチレングリコール－ビス（４－ヒドロキシベンゾエー
ト）、ジエチレングリコール－ビス（４－ヒドロキシベンゾエート）、トリエチレングリ
コール－ビス（４－ヒドロキシベンゾエート）、１，３－ビス（４－ヒドロキシフェニル
）－テトラメチルジシロキサン、フェノール変性シリコーンオイル等が挙げられる。又、
ジオール２モルとイソフタロイルクロライド又はテレフタロイルクロライド１モルとの反
応により製造されるエステル結合を含む芳香族ジオール化合物も有用である。
【００６２】
以上一般式（２）の構成単位についてその原料となる一般式（１４）の例を挙げて説明し
たが同一の記号については他の一般式中でも同じ定義である。
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【００６３】
一般式（１）の構成単位と一般式（２）の構成単位との共重合ポリカーボネート樹脂にお
いて一般式（１）の構成単位の含有する割合は任意の範囲で選択することができるが、一
般式（１）の構成単位の含有率はポリカーボネート樹脂の電荷輸送性に対応しているので
、好ましくは全構成単位中５モル％以上、より好ましくは２０モル％以上含有する事が望
ましい。
【００６４】
【発明の実施の形態】
以下、実施例により本発明を説明する。しかし、本発明はこれら実施例に限定されるもの
ではない。
【００６５】
実施例１
下記式（１５）
【００６６】
【化２６】
　
　
　
　
　
　
　
　
【００６７】
で表されるヒドロキシスチルベン化合物２．２６ｇ（３．０ｍｍｏｌ）とトリエチルアミ
ン０．９１ｇ（９．０ｍｍｏｌ）を窒素気流下、乾燥テトラヒドロフラン１５ｍｌに室温
で溶解させ、これにテトラエチレングリコールビス（クロロホーメート）１．１０ｇ（３
．０ｍｍｏｌ）を乾燥テトラヒドロフラン３ｍｌに溶解させたものを３０分かけて滴下し
た。続いて、室温にて３時間撹拌を行った後、４％に調整したフェノールのテトラヒドロ
フラン溶液０．２１ｇを加え、更に１時間撹拌を行った。次いで、析出しているトリエチ
ルアミン塩酸塩を濾別し、濾液のテトラヒドロフラン溶液をメタノール中に滴下し、析出
した樹脂を濾別し、減圧加熱乾燥を行った。更に得られた樹脂をテトラヒドロフランに溶
解させ、メタノール中にて析出させる操作を２回繰り返し、減圧加熱乾燥して表２に示す
交互共重合ポリカーボネート樹脂（樹脂Ｎｏ．１）２．３６ｇ（収率７５．２％）を得た
。
【００６８】
得られたポリカーボネート樹脂の分子量をゲルパーミエーションクロマトグラフィーによ
り測定したところ、ポリスチレン換算の分子量は以下のとおりであった。
【００６９】
数平均分子量　　　２１２００
重量平均分子量　　４１５００
また、ガラス転移温度（Ｔｇ）は８２．３℃であった。
【００７０】
元素分析値はＣ 6 8 . 3 6Ｈ 6 6 . 7 2Ｎ 2Ｏ 8 . 0 9として下記の通りであった。
【００７１】
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このものの赤外線吸収スペクトル（キャスト膜）を図１に示す。
【００７２】
実施例２～３
共重合種を表１に示す各種ビスクロロホーメートに変えるほかは、実施例１と同様に操作
して樹脂Ｎｏ．２～３のポリカーボネート樹脂を得た。結果を表２にまとめて示す。
【００７３】
実施例４
上記式（１５）で表されるヒドロキシスチルベン化合物１．３５５ｇ（１．８０ｍｍｏｌ
）とビスフェノールＡ１．０６５ｇ（４．６７ｍｍｏｌ）、ｔ－ブチルフェノール０．０
２０ｇを反応容器に入れ、アルゴンガス気流下、ハイドロサルファイト０．０７１ｇと水
酸化ナトリウム１．０３５ｇを溶解させたイオン交換水５０ｍｌを加え撹拌した。これを
３℃でトリホスゲン１．１５２ｇを溶解させたジクロロメタン３５ｍｌを滴下した後、１
５分かけて室温へもどし、１０％水酸化ナトリウム１．５ｍｌ、トリエチルアミン２滴の
順に加え、２時間反応させた。反応液にｔ－ブチルフェノール０．０１０ｇを加えて、さ
らに２時間撹拌した。得られた反応液をメタノール中に再沈殿させて表２に示すランダム
共重合ポリカーボネート樹脂（樹脂Ｎｏ．４）２．４９ｇ（収率９６．１％）を得た。
【００７４】
得られたポリカーボネート樹脂の分子量をゲルパーミエーションクロマトグラフィーによ
り測定したところ、ポリスチレン換算の分子量は以下のとおりであった。
【００７５】
数平均分子量　　　２８４００
重量平均分子量　１２７４００
また、ガラス転移温度（Ｔｇ）は１７１．２℃であった。
【００７６】
元素分析値はＣ 2 6 . 8 4Ｈ 2 1 . 7 8Ｎ 0 . 5 6Ｏ 3として下記の通りであった。
【００７７】
　
　
　
　
　
このものの赤外線吸収スペクトル（キャスト膜）を図４に示す。
【００７８】
実施例５～８
共重合種を表１に示す各種ジオールに変えるほかは、実施例４と同様に操作して樹脂Ｎｏ
．５～８のポリカーボネート樹脂を得た。結果を表２にまとめて示す。
【００７９】
【表１】
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【００８０】
【表２】

10

20

30

40

(22) JP 3979552 B2 2007.9.19



　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００８１】
【表３】
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【００８２】
【表４】
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【００８３】
【表５】
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【００８４】
【表６】
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【００８５】
【表７】
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【００８６】
【表８】

10

20

30

40

(28) JP 3979552 B2 2007.9.19



　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００８７】
応用例１
アルミ板上にメタノール／ブタノール混合溶媒に溶解したポリアミド樹脂（ＣＭ－８００
０：東レ社製）溶液をドクターブレードで塗布し、自然乾燥して０．３μｍの中間層を設
けた。この上に電荷発生物質として下記式で表されるビスアゾ化合物をシクロヘキサノン
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と２－ブタノンの混合溶媒中でボールミルにより粉砕し、得られた分散液をドクターブレ
ードで塗布し、自然乾燥して０．５μｍの電荷発生層を形成した。
【００８８】
【化２７】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００８９】
次に、電荷輸送物質として実施例１で得られた樹脂Ｎｏ．１のポリカーボネート樹脂をジ
クロロメタンに溶解し、この溶液を前記電荷発生層上にドクターブレードで塗布し、自然
乾燥し、次いで１２０℃で２０分間乾燥して厚さ２０μｍの電荷輸送層を形成して感光体
Ｎｏ．１を作製した。
【００９０】
かくしてつくられた感光体Ｎｏ．１について市販の静電複写紙試験装置〔（株）川口電機
製作所製　ＳＰ４２８型〕を用いて暗所で－６ｋＶのコロナ放電を２０秒間行って帯電せ
しめた後、感光体の表面電位Ｖｍ（Ｖ）を測定し、更に２０秒間暗所に放置した後、表面
電位Ｖ０（Ｖ）を測定した。次いで、タングステンランプ光を感光体表面での照度が４．
５　ｌｕｘになるように照射して、Ｖ０が１／２になるまでの時間（秒）を求め、露光量
Ｅ 1 / 2 (ｌｕｘ・ｓｅｃ）を算出した。その結果を、以下に示す。
【００９１】
Ｖｍ＝－１３２３Ｖ
Ｖ０＝－１０３０Ｖ
Ｅ 1 / 2＝　１．０６　ｌｕｘ・ｓｅｃ
また、以上の感光体を市販の電子写真複写機を用いて帯電せしめた後、原図を介して光照
射を行って静電潜像を形成せしめ、乾式現像剤を用いて現像し、得られた画像（トナー画
像）を普通紙上に静電転写し、定着したところ、鮮明な転写画像が得られた。現像剤とし
て湿式現像剤を用いた場合も同様に鮮明な転写画像が得られた。
【００９２】
【発明の効果】
本発明に係わる新規芳香族ポリカーボネート樹脂は、前記したように光導電性素材として
有効に機能し、又、染料やルイス酸等の増感剤によって光学的あるいは化学的に増感され
る。又、電子写真用感光体の感光層の電荷輸送物質等として好適に使用され、特に電荷発
生層と電荷輸送層を２層に区分した、いわゆる機能分離型感光層における電荷輸送物質と
して有用なものである。
【図面の簡単な説明】
【図１】実施例１で得られたポリカーボネート樹脂のＩＲスペクトル。
【図２】実施例２で得られたポリカーボネート樹脂のＩＲスペクトル。
【図３】実施例３で得られたポリカーボネート樹脂のＩＲスペクトル。
【図４】実施例４で得られたポリカーボネート樹脂のＩＲスペクトル。
【図５】実施例５で得られたポリカーボネート樹脂のＩＲスペクトル。
【図６】実施例６で得られたポリカーボネート樹脂のＩＲスペクトル。
【図７】実施例７で得られたポリカーボネート樹脂のＩＲスペクトル。
【図８】実施例８で得られたポリカーボネート樹脂のＩＲスペクトル。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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